
証券コード 4465

平成27年８月10日

株 主 各 位

大 阪 市 淀 川 区 新 高 一 丁 目 ８ 番 1 0 号

株 式 会 社 ニ イ タ カ
  代表取締役社長 奥 山 吉 昭

第53回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし

て、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、平成27年８

月25日（火曜日）午後５時10分（営業時間終了時）までに到着するようご返

送をお願い申しあげます。

敬具

記

１．日 時 平成27年８月26日（水曜日）　午前９時30分

２．場 所 大阪市淀川区新高一丁目８番10号

株式会社ニイタカ本社　３階　会議室

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報告事項 １．第53期（平成26年６月１日から平成27年５月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査

結果報告の件

２．第53期（平成26年６月１日から平成27年５月31日まで）計算書類

報告の件
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決議事項

第１号議案

第２号議案

第３号議案

第４号議案

第５号議案

第６号議案

第７号議案

第８号議案

第９号議案

定款一部変更の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

監査等委員である取締役３名選任の件

補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件

監査等委員である取締役の報酬額決定の件

退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

取締役に対する退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件

監査役に対する退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給等の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

◎当社は、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、提供すべき書面のうち次に掲げる事項をインタ

ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.niitaka.co.jp）に掲載しておりますので、本株主総

会招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

・連結株主資本等変動計算書

・連結計算書類の連結注記表

・株主資本等変動計算書

・計算書類の個別注記表

◎事業報告、計算書類、連結計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.niitaka.co.jp）に掲載させていただきます。

◎当社ではクールビズを行っておりますので、軽装でお越しください。ご理解とご協力をお願い申し

あげます。
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添付書類

事　業　報　告

（平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に改善傾向が見ら

れ、景気は緩やかな回復基調となりました。

一方で、物価上昇による個人消費の低迷や、円安に伴う輸入原材料等の価格高

止まりなど、企業を取り巻く環境は依然として先行きが不透明な状況となってお

ります。

当社グループが主に依拠するフードビジネス業界においては、消費増税後の消

費マインドの低下で厳しい状況にありましたが、付加価値を高めた高価格の商品

が消費者に受け入れられるなど、これまでにない変化も見られました。

このような環境下、当社グループでは、環境にやさしく、同時にコストパフォ

ーマンスにも優れたパウチ包装タイプ高濃度洗剤・洗浄剤の拡販や、営業開発部

門による大規模ユーザーの獲得などに注力してまいりました。これらの活動が功

を奏し、当連結会計年度の売上高は、140億８千２百万円（前期比 3.8％増）とな

りました。

利益につきましては、主要原料の値上がり等により売上原価率が上昇する一方

で、退職給付債務の数理計算上の差異（有利差異）が利益にプラスとなり、営業

利益は、８億９百万円（同 2.0％増）、経常利益は、８億４千３百万円（同 8.7％

増）となりました。また、当期純利益は、投資有価証券売却益があり、５億６千

４百万円（同 10.9％増）となりました。

当社グループの品目別売上高は、次のとおりであります。当社グループは、業

務用の化成品事業を行っており、単一セグメントであるため、セグメント別の情

報はありません。

＜当社グループ製造品部門＞（業務用洗剤・洗浄剤・除菌剤・漂白剤、固形燃料

等）

販売店と力を合わせた全国的な販促活動や、営業開発部門による大規模ユーザ

ーの新規獲得に努め、売上を伸長させることができました。注力製品のパウチ包

－ 3 －



装タイプ高濃度洗剤・洗浄剤をはじめ、除菌・漂白剤、外食チェーン向け固形燃

料の売上が増加しました。

また、顧客満足度向上のため食器洗浄機メンテナンスや衛生管理サービスの質

の向上等にも努め、当社グループ製造品の販売に繋げる取り組みも進めてまいり

ました。その結果、当連結会計年度の売上高は、106億９千９百万円（前期比 

2.9％増）となりました。

＜仕入商品等部門＞

値上げの影響もあり、当連結会計年度の売上高は、33億８千２百万円（同 6.6％

増）となりました。

②設備投資の状況

当連結会計年度における当社グループの設備投資は２億２千２百万円であり、

その主なものは次のとおりであります。

ア．当連結会計年度中に完成した主要設備

該当事項はありません。

イ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設

当社本社　　　　基幹システム再構築

当社つくば工場　第３充填機更新

ウ．重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

③資金調達の状況

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総

額24億円の当座貸越契約を締結しておりますが、新規の重要な資金調達は行って

おりません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

区　　分
第 50 期

(平成24年５月期)
第 51 期

(平成25年５月期)
第 52 期

(平成26年５月期)

第 53 期
(当連結会計年度)
(平成27年５月期)

売 上 高(千円） 12,238,071 12,819,696 13,572,931 14,082,080

経 常 利 益(千円） 488,906 668,098 776,160 843,757

当 期 純 利 益(千円） 231,810 408,511 509,128 564,800

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円） 39.26 69.19 86.23 95.67

総 資 産(千円） 11,826,413 12,575,716 12,954,194 13,147,609

純 資 産(千円） 6,278,312 6,637,164 7,063,210 7,514,856

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円） 1,063.32 1,124.15 1,196.34 1,272.88

②当社の財産及び損益の状況

区　　分
第 50 期

(平成24年５月期)
第 51 期

(平成25年５月期)
第 52 期

(平成26年５月期)

第 53 期
(当事業年度)

(平成27年５月期)

売 上 高(千円） 11,733,659 12,192,446 12,967,782 13,486,758

経 常 利 益(千円） 476,768 581,424 683,293 729,502

当 期 純 利 益(千円） 228,698 354,247 450,963 483,728

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円） 38.73 60.00 76.38 81.93

総 資 産(千円） 11,705,113 12,410,982 12,704,517 12,732,389

純 資 産(千円） 6,314,511 6,581,633 6,909,717 7,221,581

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円） 1,069.45 1,114.74 1,170.34 1,223.20
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

福建新拓高日用化学品

有 限 公 司
16百万人民元 100％

固形燃料の製造・販売
食器洗浄機用洗浄剤の製造

株 式 会 社

ユ ー ホ ー ニ イ タ カ
10,000千円 100％

手洗い用水石鹸・建物の床用ワック
ス等の製造・販売

(4) 対処すべき課題

当社グループが主に依拠するフードビジネス業界は、消費者の低価格志向や少

子高齢化等の影響を受けて市場規模は横ばいもしくは縮小基調であり、企業間競

争が激化しております。

また、顧客ニーズは多様化・高度化しており、製品・サービスの開発と提供を

考える際には、高機能と低価格の両立や食の安全の確保及び環境影響の低減等

様々な観点での対応が必要になっております。

その他、企業への社会的責任遂行要請が高まっており、コーポレート・ガバナ

ンス、コンプライアンス等を重視する姿勢と行動、社会貢献活動が求められ、こ

れらの取り組みは、企業の成長と存続を左右する重要な課題となっております。

以上のように当社グループが対処すべき領域は広く、課題は多岐に亘りますが、

これらはあらゆる企業に求められる共通の課題であり、迅速かつ適切に対応でき

れば他社との差別化を図ることができ、成長のチャンスとも考えられます。主要

な課題は、中期経営計画「ＮＩＰ Ｑ」に網羅し、取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成27年５月31日現在）

当社グループは、主にフードビジネス業界向け化成品事業として、業務用洗剤・

洗浄剤・除菌剤・漂白剤及び固形燃料等の製造・販売を行っております。

また、当該事業に付随して、フードビジネス業界向けに、食器洗浄機のメンテ

ナンスサービス、衛生管理支援サービスも行っております。

当社グループの現在の主要取扱品目は次のとおりであります。

品 目 細品目 主な製品・商品

業 務 用 洗 剤 ・
洗浄剤・除菌剤・
漂白剤・固形燃料
等

食器用洗剤
「マイソフトコンク」「マイルドサラセン」
「スーパーサラセン」

食器洗浄機用洗浄剤

「リキッドＰＬＨ」「カセットＰＬＨ」
「ジャストパックＰＬＷ」
「ハイソリッドＰＷＨ」
「スーパーＷＳ」「ニューリンスＰ」

除菌剤･漂白剤
「ニイタカブリーチ」
「ニューホワイトアップ」

食品添加物(殺菌料) 「セーフコール」「サニクロール」

洗浄剤

「ニューケミクール」
「厨房コンククリーナー」
「店舗コンククリーナー」
「バスクリーナーコンク」

食品工場専用洗浄剤
「サニプラン除菌洗浄剤Ｌ」
「サニプラン強力洗浄剤ＮＣ」

手洗い石けん
手指消毒剤
（医薬部外品）

「ニイタカ薬用ハンドソープ」
「ユーホー薬用ハンドソープピンクパウチ」
「手指消毒用セーフコール」

固形燃料
「カエンニューエース」「暖房用燃料」
「チェーフィング用カエン」

仕 入 商 品 等

なべ 「ニュー箔鍋」「網なし紙鍋」アルミ製鍋

仕入商品 食品包装用ラップ、ペーパータオル

サービス 衛生講習、細菌検査
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(6) 主要な営業所及び工場（平成27年５月31日現在）

①当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

東 京 北 営 業 所 東 京 都 大 阪 営 業 所 大 阪 府

東 京 東 営 業 所 東 京 都 名 古 屋 営 業 所 愛 知 県

東 京 西 営 業 所 東 京 都 広 島 営 業 所 広 島 県

札 幌 営 業 所 北 海 道 福 岡 営 業 所 福 岡 県

仙 台 営 業 所 宮 城 県 び わ 湖 工 場 滋 賀 県

つ く ば 工 場 茨 城 県

②子会社

会 社 名 所 在 地

福 建 新 拓 高 日 用 化 学 品 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 福 建 省

株 式 会 社 ユ ー ホ ー ニ イ タ カ 茨 城 県

(7) 使用人の状況（平成27年５月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

　301　名 ５名増

（注）使用人数は子会社の使用人数を含めた就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、嘱託社員､ 
パートタイマー、シニアスタッフ、人材派遣会社からの派遣社員）は含んでおりません。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

212　名 ３名増 40歳４ヶ月 13年７ヶ月

 (注) 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます｡ ）
であり、臨時雇用者数（契約社員、嘱託社員、パートタイマー、シニアスタッフ、人材派遣会
社からの派遣社員）は含んでおりません。
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(8) 主要な借入先（平成27年５月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 261,313千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 205,810千円

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 188,080千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 153,400千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 103,800千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社株式は、平成27年４月24日付で東京証券取引所市場第二部から同取引所市

場第一部銘柄に指定されました。
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２．会社の現況
(1) 株式の状況(平成27年５月31日現在)

①発行可能株式総数 16,900,000株

②発行済株式の総数  5,943,052株

③株主数 4,754名

④大株主(上位10名）

株　主　名 持　株　数 持　株　比　率

株 式 会 社 ナ イ ス エ ー ジ ェ ン シ ー 1,175千株 19.91％

ニ イ タ カ 社 員 持 株 会 468千株 7.94％

つ く し の 会 持 株 会 179千株 3.05％

森 田 千 里 雄 173千株 2.94％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 )

130千株 2.21％

ニ イ タ カ 会 西 日 本 持 株 会 126千株 2.15％

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 115千株 1.96％

阪 本 薬 品 工 業 株 式 会 社 110千株 1.88％

大 日 製 罐 株 式 会 社 110千株 1.88％

ニ イ タ カ 会 東 日 本 持 株 会 110千株 1.87％

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤その他株式に関する重要な事項
（自己株式の保有)
　当事業年度の末日における保有株式数　普通株式　39,225株
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(2) 会社役員の状況

①取締役及び監査役の状況(平成27年５月31日現在)

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 森　田　千里雄

代表取締役社長 奥 山 吉 昭
福建新拓高日用化学品有限公司董事長
株式会社ユーホーニイタカ取締役会長
株式会社ナイスエージェンシー代表取締役

常 務 取 締 役 相 川 保 史
品質保証部長
福建新拓高日用化学品有限公司董事
株式会社ユーホーニイタカ代表取締役社長

常 務 取 締 役 笠 井 　 司 営業本部長

取 締 役 佐 古 晴 彦 管理本部長

取 締 役 吉 田 典 広 営業本部副本部長

取 締 役 池　﨑　英一郎 株式会社ユーホーニイタカ監査役

常 勤 監 査 役 新 森 英 利 株式会社ユーホーニイタカ監査役

監 査 役 竹 村 　 聡
天神橋税理士法人代表社員
福建新拓高日用化学品有限公司監事
株式会社ソフト99コーポレーション社外監査役

監 査 役 茂 木 鉄 平
弁護士法人大江橋法律事務所社員
大江橋法律事務所パートナー
塩野義製薬株式会社社外取締役

 (注) １．取締役池﨑英一郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役竹村 聡氏、監査役茂木鉄平氏は、社外監査役であります。
３．取締役池﨑英一郎氏、監査役竹村 聡氏及び監査役茂木鉄平氏は、東京証券取引所に対し、

一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ております。
４．監査役竹村 聡氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
５．取締役池﨑英一郎氏は、平成26年８月26日開催の第52回定時株主総会終結の時をもって、

監査役を辞任し、同定時株主総会において新たに取締役に選任され、就任いたしました。
６．平成26年８月26日開催の第52回定時株主総会終結の時をもって、監査役新美治一氏は任期

満了により退任いたしました。
７．平成26年８月26日開催の第52回定時株主総会において、監査役茂木鉄平氏が新たに選任さ

れ、就任いたしました。
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②責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基

づき、損害賠償責任限度額を、会社法施行規則第113条で定める方法により算定され

る額に２を乗じた額と同規則第114条で定める方法により算定される額の合計額と

する旨の契約を締結しております。

③取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

７名
(１)

136,506千円
(3,990)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

５名
(４)

23,598千円
(9,450)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

12名
(５)

160,104千円
(13,440)

 (注) １．上記には、平成26年８月26日開催の第52回定時株主総会終結の時をもって退任し
た監査役２名を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、平成23年８月26日開催の第49回定時株主総会において年
額１億５千万円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成17年８月25日開催の第43回定時株主総会において年
額３千万円以内と決議いただいております。

４．取締役及び監査役の報酬等の額には、役員退職慰労金内規に基づく引当金繰入額
19,524千円（取締役７名17,079千円（うち社外取締役１名390千円）、監査役５
名2,445千円（うち社外監査役４名1,005千円））を含めております。
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④社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役池﨑英一郎氏は、当社の子会社である株式会社ユーホーニイタカの監

査役であります。同社とは製品の仕入・販売、金融等の取引関係があります。

・監査役竹村 聡氏は、天神橋税理士法人の代表社員及び株式会社ソフト99コー

ポレーションの社外監査役であり、当社の子会社である福建新拓高日用化学

品有限公司の監事であります。同社とは製品の仕入・販売、金融等の取引関

係があります。当社と天神橋税理士法人及び株式会社ソフト99コーポレーシ

ョンとの間に取引関係はありません。

・監査役茂木鉄平氏は、弁護士法人大江橋法律事務所の社員、大江橋法律事務

所のパートナー及び塩野義製薬株式会社の社外取締役であります。当社と同

３社との間に取引関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

取締役 池﨑英一郎
取締役就任後の当事業年度開催の取締役会16回のすべて
に出席し、企業経営に関する豊富な経験や見識を基に、
発言を行っております。

監査役 竹村　　聡
当事業年度開催の取締役会20回中の19回に、また監査役
会13回のすべてに出席し、公認会計士としての専門的見
地から発言を行っております。

監査役 茂木　鉄平
監査役就任後の当事業年度開催の取締役会16回中の14回
に、また監査役会10回のすべてに出席し、弁護士として
の専門的見地から発言を行っております。
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(3) 会計監査人の状況

①会計監査人の名称

ひびき監査法人

②会計監査人の報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

18,000千円

 (注) 1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査
人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③非監査業務の内容

該当事項はありません。

④解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお

きまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

なお、当社は本定時株主総会終結後、監査等委員会設置会社に移行する予定

であるため、それに合わせて本方針を変更する予定であります。
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(4) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

①業務の適正を確保するための体制の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制の概要は以下のとおりであります。

なお、当社は本定時株主総会終結後、監査等委員会設置会社に移行する予定

であるため、それに合わせて本体制を変更する予定であります。以下は変更前

の内容であります。

イ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制並びに損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、コンプライアンス及びリスク管理を統括する組織として「ＣＳＲ

委員会」を設置する。コンプライアンスの推進については、「倫理方針」「倫

理規程」に基づき、取締役・使用人がコンプライアンスを自らの問題として

とらえ業務執行にあたるよう研修等を通じて指導する。また、「内部通報制

度規程」に基づき、取締役・使用人が社内の不正行為、違法行為及び犯罪的

行為等を通報し、会社はそれに対し適切な対応をとる。その際会社は、通報

内容を守秘し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。加えて、「反社会

的勢力排除対応規程」に定めた方針に従い、反社会的勢力と一切の関係を持

たず、反社会的勢力による不当要求に応じない。

リスク管理の推進については、「リスク管理方針」「リスク管理規程」に

基づき、各部門が有するリスクの把握、分析、評価を行い、適切な対策を実

施する。

ロ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、重要な決定事項について原則として毎月１回開催する定時取締役

会において決定するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することにより

迅速な決定を行う。

業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画を立案し、

各年度予算・全社目標を設定する。各部門においては、その目標に向け具体

策を立案し、実行する。

ハ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、法令及び社内規程に基づき、「株主総会議事録」「取締役会議事

録」等の取締役の職務の執行に係る文書等の保存及び管理を行う。

また、取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるも

のとする。
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ニ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社に対する適切な経営管理

を行う。また、当社監査役が子会社の監査役に就任し監査を実施するととも

に、「総合内部監査規程」に基づき、監査室が必要に応じて監査を実施する。

ホ．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制

現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、監査

役の業務補助のため監査役スタッフを置くこととし、その人事については、

取締役と監査役が意見交換を行う。

ヘ．取締役・使用人が監査役に報告をするための体制

常勤監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため

取締役会、執行役員会等の重要な会議に出席する。代表取締役、業務執行を

担当する取締役・使用人は、それらの会議において随時その担当する業務の

執行状況の報告を行う。

また、取締役・使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは

発生する恐れがあるとき、取締役・使用人による違法または不正な行為を発

見したときは、速やかに監査役に報告する。

ト．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役・使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整

備するように努める。

取締役との定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通及び効果的な監査

業務の遂行を図る。また、常勤監査役は、主要な稟議書等の重要な文書を閲

覧し、必要に応じて取締役・使用人にその説明を求めることとする。

なお、監査役は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受け

るとともに、情報の交換を行うなど連携を図っていく。

②業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要（平成27年５月１日から平

成27年５月31日まで）

平成27年５月20日に当事業年度最後のＣＳＲ委員会を開催し、翌事業年度の

活動はこれまで扱ってきた製品苦情への対応等を他の会議に譲り、コンプライ

アンスとリスク管理に絞って行うことを確認しました。また、人材育成を重点

において中堅社員を委員会メンバーに指名することを確認しました。

－ 16 －



(5) 会社の支配に関する基本方針

当社における「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針」（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）の概要

は下記のとおりであります。

①会社の支配に関する基本方針

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企

業理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼

関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確

保・向上させる者でなければならないと考えております。一方、上場会社であ

る当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当

社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合におい

ても、一概に否定されるものではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思に

より判断されるべきであると考えております。

しかしながら、株式の大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株

主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、企業価値ひいて

は株主共同の利益を毀損するおそれのあるものも想定されます。

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買

付提案又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者として不適切であると考えております。

②会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みの概要

イ.「中期経営計画」による企業価値向上への取り組み

当社グループは、長期目標として、業務用洗剤洗浄剤分野でナンバーワン

を掲げ、洗剤洗浄剤で売上高200億円、営業利益率10％を目指しております。

その目標を達成するため、中期経営計画「ＮＩＰ Ｑ」（Ｎiitaka

Ｉnnovation Ｐlan,Ｑuality）を策定しております。

中期経営計画においては、(ⅰ)市場競争力の強化、(ⅱ)利益向上力の強化、

(ⅲ)企業体質の強化、(ⅳ)関連事業の強化を課題として進めてまいります。

(ⅰ)市場競争力の強化

マーケティング力、営業力、開発力を強化するとともに、当社の提供

する食洗機メンテナンスサービス、衛生サービス等の質の向上を図りま

す。

(ⅱ)利益向上力の強化

製品の統廃合、改良を図り、収益構造を改善するとともに、生産管理

機能の強化を図り生産性を高め、利益率の向上を図ります。
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(ⅲ)企業体質の強化

品質管理レベルの向上、人材の育成・活性化、システムの整備・充実、

リスク管理の強化等を図ります。

(ⅳ)関連事業の強化

国内子会社の「株式会社ユーホーニイタカ」と、中国子会社の「福建

新拓高日用化学品有限公司」の企業基盤を強化し、売上拡大を図ります。

ロ.コーポレート・ガバナンスに関する取り組み

当社は、継続的に企業価値を高めることを目指し、コーポレート・ガバナ

ンスを強化し、経営効率の向上及び経営の健全性の向上に努めております。

当社は、監査役制度を採用しております。取締役会、監査役会、監査法人、

監査室及びＣＳＲ委員会等の各組織機関が相互に連携し、さらには内部通報

制度も設け、コンプライアンスの徹底やリスク管理の充実をはじめとした内

部統制システムが有効となるよう努めております。なお、当社は本定時株主

総会終結後、監査等委員会設置会社に移行する予定であります。

当社取締役会は、原則として１ヶ月に１回開催（監査役も毎回出席）し、

取締役会規程に定められた詳細な付議事項について充分な審議を行っており

ます。

当社は、これらの取り組みとともに、株主の皆様をはじめ、従業員、取引

先等ステークホルダーとの信頼関係をより強固なものにし、企業価値の安定

的向上を目指してまいります。

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止する取り組み

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止する取り組みとして「当社株式の大規模買付

行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導

入しております。

本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開

買付け等の具体的な買付方法の如何を問わないものとし、あらかじめ当社取締

役会が同意したものを除きます。）を行おうとする者（以下「大規模買付者」

といいます。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関す

る合理的なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めておりま

す。大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを

判断されるために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、さらには当社

株主の皆様が当社取締役会の代替案の提示をお受けいただく機会を確保するこ

とを目的としております。当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付
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行為についての評価・検討に必要かつ十分な情報を当社取締役会に提供するこ

とを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価・検討のための期

間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、

公表することとしております。したがいまして、大規模買付行為は、取締役会

の評価・検討の期間の経過後にのみ開始されるものとします。大規模買付者が、

大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会は、当該大規模買付行為が、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損することが明白と判断さ

れる場合を除き、対抗措置をとりません。ただし、大規模買付者が、大規模買

付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても大規模買付行為が当社に回復し難

い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

うと判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の

利益を守ることを目的として、必要性・相当性の範囲で会社法その他の法律及

び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することがありま

す。

本プランは、平成25年８月23日に開催の当社第51回定時株主総会において株

主の皆様にご承認をいただき継続しており、その有効期限は平成28年８月に開

催予定の当社定時株主総会終結時までとなっております。

④本プランが、会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的

とするものではないことについて

上記②の会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための施策であり、まさに会社の

支配に関する基本方針に沿うものであります。

また、本プランは、(イ)買収防衛策に関する指針（注１）の要件を充足して

いること(ロ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

(ハ)合理的な客観的発動要件の設定をしていること(ニ)独立性の高い社外者の

判断の重視と透明な運営が行われる仕組みが確保されていること(ホ)株主意思

を重視するものであること(ヘ)デッドハンド型買収防衛策（注２）やスローハ

ンド型買収防衛策（注３）ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿

い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持

を目的とするものではないと考えております。
（注）１．「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」（平成17

年５月27日　経済産業省・法務省）を指します。
２．デッドハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の過半数を交替させてもその発動を阻止で

きない買収防衛策
３．スローハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため､ 

その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策
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(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、将来の企業価値を高める事業戦略に必要な内部留保を確保しつつ、安

定した配当を継続的に実施することを基本方針としております。

内部留保金は、業容拡大に向けた、技術開発、製品開発、生産関連設備投資や

人材育成に活用したいと考えております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年５月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

従 業 員 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,179,883

1,805,170

3,027,127

20,000

170,620

635,444

35,457

315,090

102,514

71,488

△3,030

6,967,725

5,628,654

2,643,737

357,748

77,399

2,352,655

189,014

6,588

1,509

176,781

49,295

13,665

113,820

1,162,290

373,738

7,217

322,070

58,616

404,955

△4,308

流 動 負 債 3,734,873

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 638,797

フ ァ ク タ リ ン グ 債 務 36,698

電 子 記 録 債 務 1,810,902

１年内返済予定の長期借入金 345,464

リ ー ス 債 務 26,886

未 払 法 人 税 等 138,615

そ の 他 737,509

固 定 負 債 1,897,878

長 期 借 入 金 626,939

リ ー ス 債 務 64,730

退 職 給 付 に 係 る 負 債 929,944

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 247,598

そ の 他 28,666

負 債 合 計 5,632,752

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 7,388,125

資 本 金 585,199

資 本 剰 余 金 595,337

利 益 剰 余 金 6,258,101

自 己 株 式 △50,512

その他の包括利益累計額 126,731

その他有価証券評価差額金 18,056

為 替 換 算 調 整 勘 定 108,674

純 資 産 合 計 7,514,856

資 産 合 計 13,147,609 負 債 純 資 産 合 計 13,147,609
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 14,082,080

売 上 原 価 8,619,179

売 上 総 利 益 5,462,901

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,652,937

営 業 利 益 809,963

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,311

有 価 証 券 利 息 5,461

受 取 配 当 金 6,630

受 取 手 数 料 4,942

助 成 金 収 入 3,145

為 替 差 益 5,115

受 取 賃 貸 料 18,975

売 電 収 入 8,302

そ の 他 8,200 67,085

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,801

賃 貸 収 入 原 価 15,839

売 電 原 価 7,478

そ の 他 1,172 33,291

経 常 利 益 843,757

特 別 利 益

保 険 解 約 返 戻 金 4,891

投 資 有 価 証 券 売 却 益 72,783 77,674

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 1,307

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,280 4,587

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 916,844

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 285,141

法 人 税 等 調 整 額 66,901 352,043

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 564,800

当 期 純 利 益 564,800
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貸　借　対　照　表
（平成27年５月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 預 金
関 係 会 社 株 式
従 業 員 長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

5,888,094
1,626,553
891,681
170,620

2,052,783
20,000
568,223
32,501
243,251
22,755
14,895
115,000
95,921
36,418
△2,511

6,844,295
5,236,948
2,385,396

50,644
319,123
64,306

2,300,301
115,666
1,509
91,294
49,295
34,795
7,204

1,516,052
373,738
100,000
185,535
7,217

162,500
3,897
13,198
322,051
157,584
28,894
165,741
△4,308

流 動 負 債 3,630,171
支 払 手 形 80,824
買 掛 金 505,139
フ ァ ク タ リ ン グ 債 務 36,698
電 子 記 録 債 務 1,810,902
１年内返済予定の長期借入金 345,464
リ ー ス 債 務 22,803
未 払 金 201,574
未 払 費 用 325,174
未 払 法 人 税 等 128,000
未 払 消 費 税 等 121,401
設 備 関 係 支 払 手 形 10,658
そ の 他 41,530

固 定 負 債 1,880,636
長 期 借 入 金 626,939
リ ー ス 債 務 47,488
退 職 給 付 引 当 金 929,944
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 247,598
そ の 他 28,666

負 債 合 計 5,510,807
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 7,203,525
資 本 金 585,199
資 本 剰 余 金 595,337
資 本 準 備 金 595,337

利 益 剰 余 金 6,073,501
利 益 準 備 金 24,873
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,048,628
別 途 積 立 金 2,000,000
土 地 圧 縮 積 立 金 34,404
特 別 償 却 準 備 金 34,059
繰 越 利 益 剰 余 金 3,980,164

自 己 株 式 △50,512
評 価 ・ 換 算 差 額 等 18,056
その他有価証券評価差額金 18,056

純 資 産 合 計 7,221,581
資 産 合 計 12,732,389 負 債 純 資 産 合 計 12,732,389
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損　益　計　算　書

(平成26年６月１日から
平成27年５月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高

製 品 売 上 高 10,124,703
商 品 売 上 高 3,343,919
そ の 他 18,135 13,486,758

売 上 原 価
製 品 売 上 原 価 5,599,461
商 品 売 上 原 価 2,844,056
そ の 他 11,734 8,455,251
売 上 総 利 益 5,031,506

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,343,417
営 業 利 益 688,088

営 業 外 収 益
受 取 利 息 8,366
有 価 証 券 利 息 5,461
受 取 配 当 金 6,630
受 取 手 数 料 6,165
助 成 金 収 入 3,145
為 替 差 益 4,244
受 取 賃 貸 料 20,511
売 電 収 入 8,302
そ の 他 10,383 73,211

営 業 外 費 用
支 払 利 息 7,492
賃 貸 収 入 原 価 15,839
売 電 原 価 7,478
そ の 他 986 31,796
経 常 利 益 729,502

特 別 利 益
保 険 解 約 返 戻 金 4,891
投 資 有 価 証 券 売 却 益 72,783 77,674

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 1,307
投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,280 4,587

税 引 前 当 期 純 利 益 802,589
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 250,179
法 人 税 等 調 整 額 68,682 318,861
当 期 純 利 益 483,728
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年７月22日

株式会社ニイタカ

取締役会　御中

ひびき監査法人

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 原 　 　 徹 ㊞

業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 原 　 美 保 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ニイタカの平成26年６月１日から平成27年

５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作

成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含

まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ニイタカ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年７月22日

株式会社ニイタカ

取締役会　御中

ひびき監査法人

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 原 　 　 徹 ㊞

業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 原 　 美 保 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ニイタカの平成26年６月１日から平

成27年５月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその

附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて

いる。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実

施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な

虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案

するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監査報告書
当監査役会は、株式会社ニイタカの平成26年６月１日から平成27年５月31日までの第53期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監

査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役、執行役員等及び会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役会規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、執行役員及び内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、取締役会、執行役員会その他の会議に出席し、取締役、執行

役員及びその他の使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求め、稟議書等重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び工場・営業所において業務及び財産の状

況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規

則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員及びその他の使

用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。

事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取り

組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加

えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための

体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。

四  事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されてい

る会社法施行規則第118条第３号ロの各取り組みは、当該基本方針に沿ったものであり、

当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年７月27日

株式会社ニイタカ　監査役会

常 勤 監 査 役 新　森　英　利 
社 外 監 査 役 竹　村　　　聡 
社 外 監 査 役 茂　木　鉄　平 

 以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
 第１号議案　定款一部変更の件
 １．提案の理由

(1)平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」(平成26年法律第

90号。以下、本議案において「改正会社法」という。）によって、新たに監査等委

員会設置会社への移行が可能となっております。

取締役会の監査・監督機能の一層の強化とガバナンスの更なる充実を図るととも

に、権限委譲による迅速な意思決定と業務執行により、経営の公正性、透明性及び

効率性を高めるため、監査等委員会設置会社へと移行いたしたく、監査等委員会及

び監査等委員に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する規定の削除

等を行うものであります。

(2)改正会社法により、責任限定契約を締結することができる役員等の範囲が変更され

たことに伴い、業務執行を行わない取締役につきましても、責任限定契約を締結す

ることによってその期待される役割を十分に発揮できるようにするため、現行定款

第32条第２項（取締役の責任免除）の一部を変更するものであります。なお、当該

変更については、各監査役の同意を得ております。

(3)今後の事業内容の多角化に対応するため、現行定款第２条（目的）につきまして、

事業目的を追加するものであります。

(4)役員に対する退職慰労金制度の廃止に伴う所要の変更を行うものであります。

(5)上記条文の新設、変更及び削除に伴う条数の変更のほか、重複規定の整理、字句の

修正その他所要の変更を行うものであります。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。
なお、本定款変更は本定時株主総会終結の時をもって効力が発生するものとしま
す。

（下線部が変更箇所であります。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章　総　　則 第１章　総　　則

第１条　　　　（条文省略） 第１条　　　　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（目的）

第２条　当会社は、下記の事業を営むことを目

的とする。

１．　　（条文省略）

２．洗剤、洗浄剤、漂白剤の製造販売

３～９．（条文省略）

　　　　（新　　設）

10～14．（条文省略）

（目的）

第２条　当会社は、下記の事業を営むことを目

的とする。

１．　　（現行どおり）

２．洗剤、洗浄剤、除菌剤、漂白剤の製造

販売

３～９．（現行どおり）

10．化粧品の製造販売

11～15．（現行どおり）

第３条　　　　（条文省略） 第３条　　　　（現行どおり）

（機関）

第４条　当会社は、株主総会及び取締役のほ

か、次の機関を置く。

１．取締役会

２．監査役

３．監査役会

４．会計監査人

（機関）

第４条　当会社は、株主総会及び取締役のほ

か、次の機関を置く。

１．取締役会

２．監査等委員会

　　　　（削　　除）

３．会計監査人

第５条　　　　（条文省略） 第５条　　　　（現行どおり）

第２章　株　　式

第６条　　　　（条文省略）

第２章　株　　式

第６条　　　　（現行どおり）

（自己の株式の取得）

第７条　当会社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって市場取

引等により自己の株式を取得することが

できる。

　　　　　　　（削　　除）

第８条　　　　（条文省略） 第７条　　　　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（単元未満株式についての権利）

第９条　当会社の株主は、その有する単元未満

株式について、次に掲げる権利以外の権

利を行使することができない。

１．　　（条文省略）

２．剰余金の配当を受ける権利

３～５．（条文省略）

（単元未満株式についての権利）

第８条　当会社の株主は、その有する単元未満

株式について、次に掲げる権利以外の権

利を行使することができない。

１．　　（現行どおり）

　　　　（削　　除）

２～４．（現行どおり）

第10条　　　　（条文省略） 第９条　　　　（現行どおり）

（株式取扱規程）

第11条　当会社の株主名簿及び新株予約権原簿

への記載または記録、単元未満株式の買

取及び売渡請求、その他株式に関する取

扱い及びその手数料、株主の権利行使に

際しての手続きについては、取締役会で

定める株式取扱規程による。

（株式取扱規程）

第10条　当会社の株主名簿及び新株予約権原簿

への記載又は記録、単元未満株式の買取

及び売渡請求、その他株式に関する取扱

い及びその手数料、株主の権利行使に際

しての手続きについては、取締役会で定

める株式取扱規程による。

（株主名簿管理人）

第12条　　　　（条文省略）

　②　　　　　（条文省略）

　③　当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の

作成ならびに備置き、その他の株主名簿

及び新株予約権原簿に関する事務は、こ

れを株主名簿管理人に委託し、当会社に

おいては取扱わない。

（株主名簿管理人）

第11条　　　　（現行どおり）

　②　　　　　（現行どおり）

　③　当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の

作成並びに備置き、その他の株主名簿及

び新株予約権原簿に関する事務は、これ

を株主名簿管理人に委託し、当会社にお

いては取扱わない。

第３章　株主総会

第13条　　　　（条文省略）

第３章　株主総会

第12条　　　　（現行どおり）

（定時株主総会の基準日）

第14条　当会社は、毎年５月31日の最終の株主

名簿に記載または記録された議決権を有

する株主をもって、その事業年度に関す

る定時株主総会において、権利を行使す

ることができる株主とする。

　②　　　　　（条文省略）

（定時株主総会の基準日）

第13条　当会社は、毎年５月31日の最終の株主

名簿に記載又は記録された議決権を有す

る株主をもって、その事業年度に関する

定時株主総会において、権利を行使する

ことができる株主とする。

　②　　　　　（現行どおり）

－ 31 －



現 行 定 款 変 更 案

第15条　　　　（条文省略） 第14条　　　　（現行どおり）

（招集権者及び議長）

第16条　当会社の株主総会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、取締役会の決議に

より取締役社長が招集し、その議長とな

る。

　②　　　　　（条文省略）

（招集権者及び議長）

第15条　当会社の株主総会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、取締役会の決議に

基づき代表取締役社長が招集し、その議

長となる。

　②　　　　　（現行どおり）

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）

第17条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類､事業報告、計算書類及び

連結計算書類に記載または表示をすべき

事項に係る情報を、法務省令に定めると

ころに従い、インターネットを利用する

方法で開示することにより、株主に対し

て提供したものとみなすことができる。

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）

第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類､事業報告、計算書類及び

連結計算書類に記載又は表示をすべき事

項に係る情報を、法務省令に定めるとこ

ろに従い、インターネットを利用する方

法で開示することにより、株主に対して

提供したものとみなすことができる。

（決議の方法）

第18条　当会社の株主総会の決議は、法令また

は本定款に別段の定めがある場合を除

き、出席した議決権を行使することがで

きる株主の議決権の過半数をもって行

う。

　②　　　　　（条文省略）

（決議の方法）

第17条　当会社の株主総会の決議は、法令又は

本定款に別段の定めがある場合を除き、

出席した議決権を行使することができる

株主の議決権の過半数をもって行う。

　②　　　　　（現行どおり）

（議決権の代理行使）

第19条　当会社の株主またはその法定代理人

は、当会社の議決権を有する他の株主１

名を代理人として議決権を行使すること

ができる。

　②　前項の株主または代理人は、株主総会毎

に代理権を証明する書面を当会社に提出

しなければならない。

（議決権の代理行使）

第18条　当会社の株主又はその法定代理人は、

当会社の議決権を有する他の株主１名を

代理人として議決権を行使することがで

きる。

　②　前項の株主又は代理人は、株主総会毎に

代理権を証明する書面を当会社に提出し

なければならない。
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現 行 定 款 変 更 案

（議事録）

第20条　株主総会の議事録は、法令に定めると

ころにより書面または電磁的記録をもっ

て作成する。

（議事録）

第19条　株主総会の議事録は、法令に定めると

ころにより書面又は電磁的記録をもって

作成する。

（買収防衛策）

第21条　当会社は、株主総会において、法令ま

たは本定款に別段の定めのある事項をそ

の決議により定めるほか、「当社株式の

大規模買付行為に関する対応策（買収防

衛策）」の導入、変更、継続及び廃止に

関する決議を行うことができる。

（買収防衛策）

第20条　当会社は、株主総会において、法令又

は本定款に別段の定めのある事項をその

決議により定めるほか、「当社株式の大

規模買付行為に関する対応策（買収防衛

策）」の導入、変更、継続及び廃止に関

する決議を行うことができる。

　②　当会社は、当該対応策に基づく対抗措置

として、取締役会の決議によるほか、株

主総会決議または株主総会の決議による

委任に基づく取締役会の決議により、新

株予約権の無償割当てまたは法令および

本定款上認められるその他の措置を行う

ことができる。

　②　当会社は、当該対応策に基づく対抗措置

として、取締役会の決議によるほか、株

主総会決議又は株主総会の決議による委

任に基づく取締役会の決議により、新株

予約権の無償割当て又は法令及び本定款

上認められるその他の措置を行うことが

できる。

第４章　取締役及び取締役会 第４章　取締役及び取締役会

（取締役の員数）

第22条　当会社の取締役は、８名以内とする。

　　　　　　　（新　　設）

（取締役の員数）

第21条　当会社の取締役（監査等委員であるも

のを除く。）は、６名以内とする。

　②　当会社の監査等委員である取締役は、４

名以内とする。

（取締役の選任の方法）

第23条　当会社の取締役は、株主総会の決議に

より選任する。

　　　　　　　（新　　設）

（取締役の選任の方法）

第22条　当会社の取締役は、監査等委員である

取締役とそれ以外の取締役とを区別して

株主総会の決議により選任する。

　②　法令又は本定款に定める監査等委員であ

る取締役の員数を欠くことになる場合に

備えて、定時株主総会においてあらかじ

め監査等委員である取締役の補欠者（以

下「補欠者」という。）を選任すること

ができる。
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現 行 定 款 変 更 案

　②　前項の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過

半数をもって行う。

　③　前二項の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の

過半数をもって行う。

　　　　　　　（新　　設） 　④　補欠者の選任の効力は、当該決議後２年

以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の開始の時まで

とする。

　③　　　　　（条文省略） 　⑤　　　　　（現行どおり）

（取締役の任期）

第24条　当会社の取締役の任期は、選任後１年

以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時まで

とする。

（取締役の任期）

第23条　当会社の取締役（監査等委員であるも

のを除く。）の任期は、選任後１年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までとす

る。

　　　　　　　（新　　設） 　②　当会社の監査等委員である取締役の任期

は、選任後２年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。

　　　　　　　（新　　設） 　③　任期の満了前に退任した監査等委員であ

る取締役の補欠として選任された監査等

委員である取締役の任期は、退任した監

査等委員である取締役の任期の満了する

時までとする。

（代表取締役及び役付取締役）

第25条　取締役会は、その決議によって代表取

締役を選定する。

（代表取締役）

第24条　取締役会は、その決議によって取締役

（監査等委員であるものを除く。）の中

から代表取締役を選定し、うち１名を代

表取締役社長とする。

　②　取締役会は、その決議によって取締役会

長、取締役社長各１名及び取締役副社

長、専務取締役、常務取締役各若干名を

定めることができる。

　　　　　　　（削　　除）
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役会の招集通知）

第26条　当会社の取締役会の招集通知は、会日

の３日前までに各取締役及び各監査役に

対して発する。ただし、緊急の必要があ

るときは、この期間を短縮することがで

きる。

　②　取締役及び監査役の全員の同意があると

きは、招集の手続を経ないで取締役会を

開催することができる。

（取締役会の招集通知）

第25条　当会社の取締役会の招集通知は、会日

の３日前までに各取締役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、

この期間を短縮することができる。

　②　取締役の全員の同意があるときは、招集

の手続きを経ないで取締役会を開催する

ことができる。

（取締役会の招集権者及び議長）

第27条　当会社の取締役会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、取締役社長が招集

し、その議長となる。

　②　取締役社長に事故あるときは、取締役会

においてあらかじめ定めた順序に従い、

他の取締役が取締役会を招集し、その議

長となる。

（取締役会の招集権者及び議長）

第26条　当会社の取締役会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、代表取締役社長が

招集し、その議長となる。

　②　代表取締役社長に事故あるときは、取締

役会においてあらかじめ定めた順序に従

い、他の取締役が取締役会を招集し、そ

の議長となる。

（取締役会の決議方法）

第28条　　　　（条文省略）

　　　　　　　（新　　設）

　②　当会社は、取締役会の決議事項につい

て、取締役（当該決議事項について議決

に加わることができる取締役に限る。）

の全員が書面または電磁的記録により同

意した場合には、当該決議事項を可決す

る旨の取締役会の決議があったものとみ

なす。ただし、監査役が当該決議の方法

について異議を述べたときはこの限りで

ない。

（取締役会の決議方法）

第27条　　　　（現行どおり）

　②　前項の決議について特別の利害関係を有

する取締役は、議決に加わることができ

ない。

　③　当会社は、取締役会の決議事項につい

て、取締役（当該決議事項について議決

に加わることができる取締役に限る。）

の全員が書面又は電磁的記録により同意

した場合には、当該決議事項を可決する

旨の取締役会の決議があったものとみな

す。
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現 行 定 款 変 更 案

　　　　　　　（新　　設） （取締役への重要な業務執行の決定の委任）

第28条　当会社は、会社法第399条の13第６項の

規定により、取締役会の決議によって重

要な業務執行（同条第５項各号に掲げる

事項を除く。）の決定の全部又は一部を

取締役に委任することができる。

（取締役会の議事録）

第29条　取締役会の議事録は、法令で定めると

ころにより書面または電磁的記録をもっ

て作成し、出席した取締役及び監査役

は、これに署名もしくは記名押印し、ま

たは電子署名を行う。

（取締役会の議事録）

第29条　取締役会の議事録は、法令で定めると

ころにより書面又は電磁的記録をもって

作成し、出席した取締役は、これに署名

若しくは記名押印し、又は電子署名を行

う。

（取締役会規程）

第30条　当会社の取締役会に関する事項は、法

令または本定款のほか、取締役会におい

て定める取締役会規程による。

（取締役会規程）

第30条　当会社の取締役会に関する事項は、法

令又は本定款のほか、取締役会において

定める取締役会規程による。

（取締役の報酬等）

第31条　当会社の取締役の報酬、賞与、退職慰

労金その他の職務執行の対価として当会

社から受ける財産上の利益（以下「報酬

等」という。）は、株主総会の決議によ

って定める。

（取締役の報酬等）

第31条　当会社の取締役の報酬、賞与その他の

職務執行の対価として当会社から受ける

財産上の利益（以下「報酬等」という。）

は、監査等委員である取締役とそれ以外

の取締役とを区別して株主総会の決議に

よって定める。

（取締役の責任免除）

第32条　　　　（条文省略）

　②　当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、社外取締役との間に、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令が規定

する額とする。

（取締役の責任免除）

第32条　　　　（現行どおり）

　②　当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、取締役（業務執行取締役等である

ものを除く。）との間に、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約

に基づく責任の限度額は、法令が規定す

る額とする。
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現 行 定 款 変 更 案

第５章　監査役及び監査役会 　　　　　　　（削　　除）

（監査役の員数）

第33条　当会社の監査役は、４名以内とする。

　　　　　　　（削　　除）

（監査役の選任の方法）

第34条　当会社の監査役は、株主総会の決議に

より選任する。

　②　法令または本定款に定める監査役の員数

を欠くことになる場合に備えて、定時株

主総会においてあらかじめ監査役の補欠

者（以下「補欠者」という。）を選任す

ることができる。

　③　前２項の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の

過半数をもって行う。

　④　補欠者の選任の効力は、当該決議後最初

に開催する定時株主総会の開始の時まで

とする。

　⑤　補欠者は法令または本定款に定める監査

役の員数を欠くことになった時に就任す

る。

　　　　　　　（削　　除）

（監査役の任期）

第35条　当会社の監査役の任期は、選任後４年

以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時まで

とする。

　②　任期の満了前に退任した監査役の補欠と

して選任された監査役の任期は、退任し

た監査役の任期の満了する時までとす

る。

　　　　　　　（削　　除）

（常勤の監査役）

第36条　監査役会は、その決議によって常勤の

監査役を選定する。

　　　　　　　（削　　除）
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（監査役会の招集通知）

第37条　当会社の監査役会の招集通知は、会日

の３日前までに各監査役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、

この期間を短縮することができる。

　②　監査役の全員の同意があるときは、招集

の手続を経ないで監査役会を開催するこ

とができる。

　　　　　　　（削　　除）

（監査役会の決議方法）

第38条　当会社の監査役会の決議は、法令に別

段の定めがある場合を除き、監査役の過

半数をもって行う。

　　　　　　　（削　　除）

（監査役会の議事録）

第39条　監査役会の議事録は、法令で定めると

ころにより書面または電磁的記録をもっ

て作成し、出席した監査役は、これに署

名もしくは記名押印し、または電子署名

を行う。

　　　　　　　（削　　除）

（監査役会規程）

第40条　当会社の監査役会に関する事項は、法

令または本定款のほか、監査役会におい

て定める監査役会規程による。

　　　　　　　（削　　除）

（監査役の報酬等）

第41条　当会社の監査役の報酬等は、株主総会

の決議によって定める。

　　　　　　　（削　　除）

（監査役の責任免除）

第42条　当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、同法第423条第１項の監査役（監

査役であった者を含む。）の損害賠償責

任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる。

　　　　　　　（削　　除）
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現 行 定 款 変 更 案

　②　当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、社外監査役との間に、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令が規定

する額とする。

　　　　　　　（新　　設）

　　　　　　　（新　　設）

　　　　　　　（新　　設）

　　　　　　　（新　　設）

　　　　　　　（新　　設）

第５章　監査等委員会

（常勤の監査等委員）

第33条　監査等委員会は、その決議によって常

勤の監査等委員を選定することができ

る。

（監査等委員会の招集通知）

第34条　当会社の監査等委員会の招集通知は、

会日の３日前までに各監査等委員に対し

て発する。ただし、緊急の必要があると

きは、この期間を短縮することができ

る。

　②　監査等委員の全員の同意があるときは、

招集の手続きを経ないで監査等委員会を

開催することができる。

（監査等委員会の決議方法）

第35条　当会社の監査等委員会の決議は、議決

に加わることができる監査等委員の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。

　②　前項の決議について特別の利害関係を有

する監査等委員は、議決に加わることが

できない。

（監査等委員会の議事録）

第36条　監査等委員会の議事録は、法令で定め

るところにより書面又は電磁的記録をも

って作成し、出席した監査等委員は、こ

れに署名若しくは記名押印し、又は電子

署名を行う。
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現 行 定 款 変 更 案

　　　　　　　（新　　設） （監査等委員会規程）

第37条　当会社の監査等委員会に関する事項

は、法令又は本定款のほか、監査等委員

会において定める監査等委員会規程によ

る。

第６章　会計監査人

第43条～第44条（条文省略）

第６章　会計監査人

第38条～第39条（現行どおり）

（会計監査人の報酬等）

第45条　当会社の会計監査人の報酬等は、代表

取締役が監査役会の同意を得て定める。

（会計監査人の報酬等）

第40条　当会社の会計監査人の報酬等は、代表

取締役社長が監査等委員会の同意を得て

定める。

第７章　計　　算

第46条～第49条（条文省略）

第７章　計　　算

第41条～第44条（現行どおり）

　　　　　　　（新　　設） 附則

第１条　当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、同法第423条第１項の監査役であ

った者の損害賠償責任を、法令の限度に

おいて、取締役会の決議によって免除す

ることができる。
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　第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、取締役７名全員は、会社法第332条第
７項第１号の定めに従い、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります
ので、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）
４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものといたします。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

もり

森
 

　
た

田
 

　
ち

千
り

里
お

雄

(昭和19年９月５日生)

昭和43年７月　当社入社
昭和53年10月　取締役就任　技術部長
平成４年７月　専務取締役就任
平成13年６月　取締役副社長就任
平成16年８月　代表取締役社長就任
平成17年７月　株式会社ナイスエージェンシー

代表取締役就任
平成23年４月　株式会社ユーホーニイタカ

代表取締役就任
平成25年６月　代表取締役会長就任（現任）

173,459株

２

おく

奥
やま

山
よし

吉
あき

昭

(昭和33年６月14日生)

昭和57年４月　当社入社
平成８年７月　取締役就任　総務部長
平成９年５月　総務部長・経営企画部長
平成10年５月　経営企画部長
平成13年８月　常務取締役就任
平成19年９月　福建新拓高日用化学品有限公司

董事長就任（現任）
平成21年２月　福建新拓高日用化学品有限公司

総経理就任
平成21年８月　管理本部長
平成22年８月　専務取締役就任
平成23年４月　株式会社ユーホーニイタカ

取締役就任
平成23年８月　取締役副社長就任
平成25年５月　株式会社ユーホーニイタカ

取締役会長就任（現任）
平成25年６月　代表取締役社長就任（現任）
平成26年５月　株式会社ナイスエージェンシー

代表取締役就任（現任）

65,393株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

３

あい

相
かわ

川
やす

保
し

史

(昭和32年６月27日生)

昭和59年３月　当社入社
平成15年６月　技術部長
平成15年８月　取締役就任
平成17年６月　技術製造本部長
平成21年６月　福建新拓高日用化学品有限公司

董事就任（現任）
平成22年６月　企画開発部長
平成23年８月　常務取締役就任（現任）
平成24年１月　株式会社ユーホーニイタカ

取締役就任
平成24年６月　製造本部長
平成25年５月　株式会社ユーホーニイタカ

代表取締役社長就任（現任）
平成26年６月　品質保証部長（現任）

17,250株

４

かさ

笠
い

井
 

　
つかさ

司

(昭和23年２月11日生)

平成12年10月　当社入社
平成13年８月　監査役就任
平成15年８月　取締役就任

管理部長・購買部長
平成15年12月　管理部長
平成22年６月　管理本部長
平成24年６月　営業本部長（現任）
平成25年８月　常務取締役就任（現任）
平成27年６月　西日本営業部長（現任）

10,080株

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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　第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものといたします。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

※

１

たけ

竹
むら

村
 

　
さとし

聡

(昭和44年３月13日生)

平成４年４月　監査法人伊東会計事務所入所
平成10年７月　ペガサス監査法人（現ひびき監査

法人）入所
平成14年７月　公認会計士竹村聡事務所代表
平成19年８月　当社監査役就任（現任）
平成23年４月　株式会社ユーホーニイタカ

監査役就任
平成24年６月　株式会社ソフト99コーポレーショ

ン社外監査役就任（現任）
平成25年８月　福建新拓高日用化学品有限公司

監事就任（現任）
平成26年10月　天神橋税理士法人代表社員就任

（現任）

5,600株

※

２

いけ

池
 

　
ざき

﨑
 

　
えい

英
いち

一
ろう

郎

(昭和22年９月14日生)

昭和46年４月　アナログ・デバイセズ株式会社入
社

昭和62年７月　サン・マイクロシステムズ株式会
社入社

平成３年４月　コンパックコンピュータ株式会社
入社

平成７年10月　株式会社ステーション・ガイア
専務取締役就任

平成９年２月　株式会社コンチェルト創立
代表取締役社長就任

平成22年12月　ユーホーケミカル株式会社
代表取締役社長就任

平成25年８月　当社監査役就任
株式会社ユーホーニイタカ
監査役就任（現任）

平成26年８月　当社取締役就任（現任）

－株
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

※

３

も

茂
ぎ

木
てっ

鉄
ぺい

平

(昭和33年10月17日生)

平成元年４月　弁護士登録
平成元年４月　大江橋法律事務所入所
平成４年７月　クリアリー ゴットリーブ スティ

ーン＆ハミルトン法律事務所
（Cleary, Gottlieb, Steen & 
Hamilton LLP）
ブラッセル・オフィス勤務

平成５年１月　デ ブラウ ブラックストーン ウ
エストブロウク公証人・弁護士事
務所（De Brauw Blackstone 
Westbroek）
ロッテルダム・オフィス勤務

平成６年４月　大江橋法律事務所パートナー
（現任）

平成14年８月　弁護士法人大江橋法律事務所社員
（現任）

平成16年４月　関西学院大学ロースクール（法科
大学院）実務家教員（専任教員）

平成21年６月　塩野義製薬株式会社
社外取締役就任（現任）

平成22年４月　関西学院大学ロースクール（法科
大学院）非常勤講師（現任）

平成26年８月　当社監査役就任（現任）
平成27年６月　倉敷紡績株式会社社外監査役就任

（現任）

－株

（注）１．※印は、新任の監査等委員である取締役の候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．竹村 聡氏、池﨑英一郎氏及び茂木鉄平氏は、社外取締役候補者であります。

４．竹村 聡氏は、過去に社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社経営に関

与された経験はありませんが、公認会計士として高い会計的知見を有し、当社経営に

関してチェック、助言を期待できることから、社外取締役としての職務を適切に遂行

いただけるものと判断し、社外取締役候補者とするものであります。なお、同氏は、

現在当社の社外監査役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって８年となり

ます。

５．池﨑英一郎氏は、企業経営の経験を活かし、社外取締役としての職務を適切に遂行い

ただけるものと判断し、社外取締役候補者とするものであります。なお、同氏は、現

在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって１年となりま

す。
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６．茂木鉄平氏は、過去に社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社経営に

関与された経験はありませんが、弁護士としての豊富な専門知識と経験により、社外

取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、社外取締役候補者とする

ものであります。なお、同氏は、現在当社の社外監査役であり、その在任期間は、本

総会終結の時をもって１年となります。

７．当社は、竹村 聡氏、池﨑英一郎氏及び茂木鉄平氏との間で、会社法第427条第１項及

び定款の規定に基づき、損害賠償責任限度額を、会社法施行規則第113条で定めるによ

り算定される額に２を乗じた額と同規則第114条で定める方法により算定される額の

合計額とする旨の契約を締結しております。なお、同３氏の選任が承認された場合、

現在社外取締役であります池﨑英一郎氏とは当該契約を継続し、現在社外監査役であ

ります竹村 聡氏及び茂木鉄平氏とは新たに社外取締役として同内容の契約を締結す

る予定であります。

８．当社は、東京証券取引所に対して竹村 聡氏、池﨑英一郎氏及び茂木鉄平氏の３氏を独

立役員として届け出ております。３氏の選任が承認された場合、当社は引き続き同３

氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

９．竹村 聡氏は、平成23年４月から平成25年８月までの期間当社の特定関係事業者である

株式会社ユーホーニイタカの監査役でありました。また、同氏は現在、当社の特定関

係事業者である福建新拓高日用化学品有限公司の監事であります。

10．池﨑英一郎氏は、平成25年８月から平成26年８月までの期間当社の社外監査役であり

ました。また、同氏は現在、当社の特定関係事業者である株式会社ユーホーニイタカ

の監査役であります。

－ 45 －



　第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役が法令に定
める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員である取締役１名
の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものとし、その任期は退任者の退任期間といたします。また、この
決議の効力は、当該決議後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の開始の時までといたします。
補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

にし

西
やま

山
 

　
ま

万
り

里

(昭和41年３月12日生)

平成21年７月　進栄化学株式会社入社

平成21年７月　同社取締役就任

平成26年５月　同社取締役専務就任（現任）
－株

（注）１．西山万里氏が取締役専務を務める進栄化学株式会社と当社との間には、当社びわ湖工

場内における化粧品用油剤の製造受託等の取引があります。

２．西山万里氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

３．西山万里氏は、豊富な企業経営の経験により、社外取締役としての職務を適切に遂行

いただけるものと判断し、補欠の社外取締役候補者とするものであります。

４．当社と西山万里氏は、同氏が就任された場合、会社法第427条第１項及び定款の規定に

基づき、損害賠償責任限度額を、会社法施行規則第113条で定める方法により算定され

る額に２を乗じた額と同規則第114条で定める方法により算定される額の合計額とす

る旨の契約を締結する予定であります。
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　第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件
当社の取締役の報酬額は、平成23年８月26日開催の第49回定時株主総会において
年額１億５千万円以内とご決議いただき今日に至っておりますが、第１号議案「定
款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会設置会社へ移行
いたします。つきましては、会社法第361条第１項及び第２項の定めに従い、現在
の取締役の報酬枠を廃止し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬
額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額１億２千万円以内と定めることと
させていただきたいと存じます。
現在の取締役は７名（うち社外取締役１名）ですが、第１号議案及び第２号議案
が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）
は４名となります。
なお、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものといたします。

　第６号議案　監査等委員である取締役の報酬額決定の件
第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、会社法第361条第１項及び第２項の定
めに従い、監査等委員である取締役の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮し
て、年額２千万円以内と定めることとさせていただきたいと存じます。
第１号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である
取締役は３名となります。
なお、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものといたします。
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　第７号議案　退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件
第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、会社法第332条第７項第１号の定めに
従い、本定時株主総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます
佐古晴彦氏及び吉田典広氏、また、会社法第336条第４項第１号及び第２号の定め
に従い、本定時株主総会終結の時をもって任期満了により監査役を退任されます
新森英利氏の各氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の定める一定の基準に
従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたく存じます。
なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、上記退任取締役２名については
取締役会に、上記退任監査役１名については監査等委員である取締役の協議にご
一任願いたいと存じます。
また、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものといたします。
退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏　　名 略　　歴

佐 古 晴 彦 平成23年８月　当社取締役（現任）

吉 田 典 広 平成23年８月　当社取締役（現任）

退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏　　名 略　　歴

新 森 英 利 平成19年８月　当社常勤監査役（現任）
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　第８号議案　取締役に対する退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件
当社は平成27年８月26日をもって、役員退職慰労金制度を廃止することを、当社
取締役会において決議いたしました。
これに伴い、現在、在任中の取締役５名に対し、それぞれの取締役就任時から本
定時株主総会終結の時までの在任中の労に報いるため、当社の定める一定の基準
に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
上記５名は、第１号議案及び第２号議案若しくは第３号議案の承認可決を条件と
して、本定時株主総会終結後、それぞれ取締役（監査等委員である取締役を除
く。）若しくは監査等委員である取締役に就任いたしますが、本議案の決議に基
づく退職慰労金の贈呈の時期は、取締役を退任する時といたしたいと存じます。
なお、その具体的な金額、支給の方法等につきましては、取締役会にご一任願い
たいと存じます。
また、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものといたします。
支給対象者の略歴は、次のとおりであります。

氏　　名 略　　歴

森　田　千里雄

昭和53年10月　当社取締役

平成４年７月　当社専務取締役

平成13年６月　当社取締役副社長

平成16年８月　当社代表取締役社長

平成25年６月　当社代表取締役会長（現任）

奥 山 吉 昭

平成８年７月　当社取締役

平成13年８月　当社常務取締役

平成22年８月　当社専務取締役

平成23年８月　当社取締役副社長

平成25年６月　当社代表取締役社長（現任）

相 川 保 史
平成15年８月　当社取締役

平成23年８月　当社常務取締役（現任）

笠 井 　 司
平成15年８月　当社取締役

平成25年８月　当社常務取締役（現任）

池　﨑　英一郎 平成26年８月　当社社外取締役（現任）
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　第９号議案　監査役に対する退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給等の件
当社は平成27年８月26日をもって、役員退職慰労金制度を廃止することを、当社
取締役会において決議いたしました。
これに伴い、現在、在任中の監査役２名に対し、それぞれの監査役就任時から本
定時株主総会終結の時までの在任中の労に報いるため、また、以前に監査役を退
任した者１名に対し、その在任中の労に報いるため、当社の定める一定の基準に
従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
上記３名は、第１号議案及び第３号議案の承認可決を条件として、本定時株主総
会終結後、監査等委員である取締役に就任いたしますが、本議案の決議に基づく
退職慰労金の贈呈の時期は、取締役を退任する時といたしたいと存じます。
なお、その具体的な金額、支給の方法等につきましては、監査等委員である取締
役の協議にご一任願いたいと存じます。
また、本議案の決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承
認可決されること、及び同議案の決議による定款変更の効力が生じることを条件
として生じるものとします。
支給対象者の略歴は、次のとおりであります。

氏　　名 略　　歴

池　﨑　英一郎
平成25年８月　当社監査役

平成26年８月　当社監査役退任

竹 村 　 聡 平成19年８月　当社監査役（現任）

茂 木 鉄 平 平成26年８月　当社監査役（現任）

以上
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メ　　モ



株主総会会場ご案内図

（阪急電車　三国駅経由）
会場：大阪市淀川区新高一丁目８番10号

ＴＥＬ　06－6391－3221（代表）
・交通　○阪急電車　宝塚線「三国駅」下車（南出口）　徒歩　10分

・会場には駐車場の用意がございませんので、ご了承ください。

環境に配慮した森林認証

用紙を使用しています。

環境に配慮した植物油

インキを使用しています。


